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稲作生産組織の現状と問題点
関    正  治

(東北農業試験場 )

に

農業生産組織は, 日本経済の高度成長過程で,農 業

労働力の流出と大型機械・施設の導入・ 利用を主たる

契機 として,広域化・効率化という経済合理化の線に

そって, 昭和 40年代前半から急速な普及 をみた。最

近 それが,兼業化の著 しい進展 と深化 (昭 49・ 兼 案

率 87% I兼 率 61%), 農業基幹的従事者の減少

(昭 55年 に対 し49年 50%と 半減),農業の担い手層

の減少 (昭 49・ 「専従者な し+専従者女子の列 6`

%), トラクター 田植機・収穫機な ど農業機械の普

及拡大 (昭 49・ 100戸 当り台数・田植機 143台 , 動

力刈取機 57台 ), 稲作労働時間の著 しい減少 (昭 48

・10a当 り
'1時

間 ), という農業の内外諸事情の変

化 とともに,解体 あるいは変質の傾向をつよめ,そ の

再編方向がF・5わ れている。

この点に関 し, 昭和 49年 度「 農業の動向に関する

年次報告」は,農作業受委託の進展,借地等による規

模拡大の可能性,生産組織の機能分化と再編成にふれ,

il;Fぞ 1:機理量[[奮看τitl曇霞titti
としている。

また試験研究機関でも,種 々の視点から生産組織に

関する研究が進められ,東北 6県農試においても総合

助成課題 として
′
集団的生産組織の再編 と団地営農の

確立
′

を調査研究 していることころである。

そこでここでは,読計資料・文献および実態調査 を

通 じてとらえた稲作生産組織の動向をお、まえ,東北地

域におけるその展開方向と問題点につき,こ れまで検

討 してきた範囲で着干の考察 を加 え報告 したい。

2 農 業 生 産 組 織 の 性 格

一般の「組織」についての定義は種 々あるが,ア メ

リカの心理学者 シェインによると,「 ある共通の明白

な目的ないし日標 を達成するために,分業や職能の分

化 を通 じて,多 くの人々の活動 を合理的に協働 させる

ことである」

'と

される。農業の生産組織 も,組織 と

して活動する限 り,こ うした性格 を具備 していなけれ

ばならない。

わが国の農村には,古 くから, 
″
ゆい

夕
と称 される

農業生産の組織が存在 した。これは
″
手間替 え

′
とも

称されるように,労働の交換が主であり,そ の意味で

は経済的結合でもある。 しかし,本質的には,し えヽ1
7む

ら
′

すなわち
″
血縁的

″
, 

″
地縁的

′
な人間関係

にもとづ く長期的な相互扶助 を組織結東の根源 とした

もので,そ の組織範囲 も狭 く, ヨリ社会的な性格がつ

よい。この関係の是否は別 として,歴 史的人間関係に

根ざす相互扶助 という目的があったからこそ,そ れぞ

れ分能に応 した協働活動が長期的にできたといえよう。

これに対 し今 日の農業生産組織は,自 己完結的に生

産 を営んできた個別経営が,個別経営の発展を前提に,

農業の内部または外部の条件変化に対応 して,他の経

営 とい くつかの生産要素 (土地用役・資本用役・労働

技術 )を共同で利用する方が有利とされるとき形成

されており,い わば,生産要素用役あるいは機能の最

大効率化を意図 した機能的集団であるといえよう。こ

の意味では,今 日の生産組織はヨリ経済的なものを組

織結東の基盤 としている。 したがって,組織構成長で

ある個 々の経営主体は,つ ねに組織の存在 と運営に対

し個別経営の発展 という視点から価値判断が働 き,自

らの行動を律 しようとする。

このように,生 産組織は,生産に直接関与する物的

側面 と自らの経営展開 を決定する意志 をもった人 (経

営主体 )的側面の二側面 を有 し,統 一 された生産 目的

に向かって活動す ることになる。個,1主 体の主張 と集

団 として統一きれた行動すなわち対抗 と協調,僣別 と

集団 という関係 を内包 しながら活動す る生産組織は ,

構成員である個,1経営が個別的に発展 あるいは変質す

る過程で,ま た,組織 としての目的 を達成 した り,そ

の存続意義を失 ったとき,ョ リ高次の組織に再編する

か解体するという性格をもつ。 したがって,生産組織

は,固 定的なものでな く,条件に対応 してつねに変化

す るもので,多分に流動的で多様にならぎるとえない。

このように農業の生産組織は,一般の組織 と異なり,

構成員の意志によって組織の目的・存続が支配 される

という性格 を有す ることから,個別経営発展の一手段

であると理解する。また生産組織は,農家 と農家の関

係,す なわち,「生産農民の協力組織」
うあるいは「個

別経営を補完,補強するためにつ くられた組織」
う と

い う視点から,む しろ「生産者組織」 とい うべ きであ
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るとされてお り,こ れも個別経営重視に根 ざす ものと

いえよう。

5 東北地域における稲作生産組織の動向 と特徴

全国の稲作生産組織は,農林省が実施 した農業生産

組織調査
うによると, 昭和 47年 8月 現在で共同利用

組織 5,093(39¢ ),集 団栽培組織 5,354(41¢ ),受

託組織 (前者 と重複を含む )2.481(20¢ )を数 えて

いる。

全国の集団栽培組織は,43年 に対 し47年 には 84

¢に減少 しているが,こ れを地域別にみると,東北

北陸・関東東山で増加 し,東海以西 とくに九州で著 し

く減少 していることが知 られる。全国総数に対する地

これを東北地域についてみると,第 1表のように,

集団栽培組織は官城 (43年 のこ7倍 )・ 岩手 (同 27
倍 )で増加傾向がつよいが,東 北総数に対するシェアは

秋田・山形で約 70¢ を占めている。 各県とも,栽培

城別 シェアは, 43年 から47年 の間に,九州・中国が

50う から22う に減少 したのに対 し,東北・北陸が 28

,か ら52う に増加 している。

また,機械・施設 を利用す る共同利用組織は,全国

では増加 しているが,地域,1に は北海道・東海・近畿

・東北で増加,中 国・四国で減少 という傾向を示 して

いる。地域 81シ ェアは東北 北陸・関東東山で60¢ を

占める。全府県ではないが,集団栽培組織,共 同利用

組織,協業経営組織の43年 と47年 の間の変化 を示す と

第 1図 のようである。いうならば,集団栽培,共 同利用 と

もに,43年 と47年 の間に,西 日本で減少,東 日本で増

加 という逆転傾向がみ られ,稲作生産組織は,西 日本

から東日本に舞台 を移 したということができよう。

協定・共同作業に加えて,機械 施設 を共同で利用す

る共同利用型が多 く,組織総数の80～ 98“ (東 北88

%)を 占め,機械・施設の共同利用組織に近い性格 を

もつ。組織の運営主体は,第 2表 のように,青森・岩

４７
年
８
月
現
在
の
組
織
散

注
:農森箸麗繰糧輌嵩幾嘉幕履撃P話馬島見要警「

1∞     axl     まЮ

45年 2月 現在の組織散

第 1図  府 県 に お け る 稲 作 生 産 組 織 の 動 向
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手では任意組合団体が,山形・秋田では農業集落が多  手・ 秋田・宮城・福島では任意組合団体が,山形では

いのが特徴的である。                 農業集落 と任意組合団体が多い。また,官城・ 福島・

共同利用組織は青森・岩手で多 く,東北総数に対 し  青森・秋田では特定グルーブ等集団の運営する組織が

両県で 55¢ のシェアをもつ。 運営主体は,青森・岩  他県に比 し多い。

第 1表  東 北 地 域 に お け る稲 作 生 産 組 織 の 動 向

注.農業生産組織調査報告書 ―昭和 4ア 年 8月 調査―

。農林省農林経済局統計情報部・昭 48.3に よる

注・ 農業生産組織調査報告書 ―昭和 47年 8月 調査―

・ 農林省農林経済局統計情報部 昭 48.5に よる。
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前述 した ところから,当地域における稲作生産組織

を特徴的にいえば,二つの組織化傾向がみ られること

である。それは,青森・岩手では任意組合団体が運営

主体 となる共同利用組織が,ま た,山形・秋田では農

桑集落が運営主体 となる集団裁培組織が多いことであ

る。い うならば,青森・岩手では,機械・施設の機能

利用を任意的結合により行ない,個別的に利益 を享受

しようとする傾向がつよく,山形・秋田では,部落 ぐ

るみで栽培協定 共同作業 共同利用 を行ない,部落

総体 として利益を享受 しようとしているといえる。

この対照的な傾向は,今後 さらに究明 されなければ

ならないが,一応次の理由が指摘 されよう。青森 岩

手で任意組合・団体運営型の機械 施設の共同利用組

織が多いのは,一つは大部分の水田が中山間田畑作混

合地帯にあ り, 水 田規模 が零細で分散的なことによ

る。中山間地帯の稲作は,立地上の制約からくる水田

の多様性,基盤整備のお くれ,水利系統 と水利用の多

様性,経営形態の多様性,出稼兼業の深化などから,

きわめて多様で個別性がつよい。 したがって,稲作の

生産組織は,値 別経営の秩序 をみださない範囲で,防
除を主体 としながら, トラクター・収穫機な どを僧別

的,効率的に利用 しうる任意組合運営型か,不特定多

数 を対魚とする長協運営型が支配的になりやすいので

ある。二つは,開 田が多いことと関連 している。 35
年から45年 の 10年間に,岩手では 8,400 h a(35年 水

田面積の 11,),青森では 5,700 h a(同 8¢ )の 開田

が実施された。こうした開口地帯では旧田を個別,開
田を任意組合の運営で行なうものが多いことである。

それでは,山形・秋田で部落 ぐるみの集団栽培組織

が多いのはなぜか。その一つは,水 田率 80¢ 以 上の

地帯に秋田では 71“ ,山形では 60`の水田が集中 し

ていることである。そ して,水 利基盤の不備にもとづ

く水管理の集落別規制が生産組織のあり方 を規制 し,

用排水の共同管理 と関連 しつつ部落単位の生産組合 と

い う組織化を方向づけている。二つは,集落別水利規

制 とも関連 し,一定期間中に田植 を完了 しなければな

らないことである。このことが,雇用労働力の減少 ,

雇用労賃の上昇に対応 して,都落 ぐるみの共同田植 を

誘発 し,さ らに機械・施設の大型化 と共同利用を押 し

進め,そ れ らの効率的利用のために集団栽培へと発展

した。 これは,す でに部落で共同防除体制が確立 され

ていたことに負 うところが大きい。三つは,稲作生産

力の階層問格差が小 さく,上層の個別上向発展が制約

されていたことと,下層に兼業機会が少なく,かつ不

安定なことである。集団栽培が急速に普及しはじめた

40年 で山形の 03～ l15ha,15～ 2ha,3ha以 上

の生産力水準を比較す ると,階層間の格差は小さく
,

それぞれ,10a当 り収量 552"・ 522均・ 536り ,10

a当 り労働時間 168時 間・ 154時 間・ 155時 間,労働

10時 間当り生産量 52切 ・ 54″・ 40″9, 10a当 り

所得 42万 円・ 42万 円・ 41万 円である。

このようにみてくると,当 地域における二つの異な

った組織化傾向,す なわち青森・岩手での任意組合団

体運営型の共同利用組織 と山形 秋田での集落運営型

の集団栽培組織は,経営自体およびそれをとりまく諸

条件の異質性 ― 多様性 と等質性 ‐単一性に多 くが起

因 しているものと考 えられる。

そして両者 とも,異質な経営体の組織であるがため

に,ま た等質な経営体の異質化 とい う点で,経営内外

諸条件の変化とも関連 した組織変質の契機・要因 をそ

れぞれ内包 しているとみることができよう。

4 稲作生産組織の形成要因と展開

これまで稲作生産組織の形成は, 昭和 50年代後半

に始まる各地での「米作 り運動」と著 しい農業労働力

の流出に対応 して,構造改善事業あるいは近代化資金

な ど構造改善政策に支えられて進展 してきたといえよ

う。そしてその展開過程で,所期の目的である反収水

準の上昇,機械化稲作技術の確立,稲作省力化な どを

達成 したか,ま たは新たな目的を設定 しつつ解体・再

編 しているのが実態である。

これ を農業生産組織調査の中の「 解散動向」でみる

ことに しよう。 45年から47年の間に解 散 した組織

は,解散時の参加農家数規模が,共同利用組織 集団

栽培組織では「 50戸以下」,集団受託組織では「 100

戸以上」で多いし,ま た解散時の組織範囲は,い ずれ

も「 集落内」で多い。その主な理由をみると,第 5表

のように,共同利用組織では「栽培技術の平準化」と

「 発展的に組織替 え」が,ま た集団栽培組織では「栽

培技術の平準化」と「 生産調整のため」が,そ して集

団受託組織では「 発展的に組織替 え」が多い。解散後

の参加農家の動向は三者 とも「 個,1に移行」が多い。

この傾向から,いずれの組織 も細分化か個別化方向

にあることがうかがえる。

では,主要稲作地帯における生産組織の形成・展開

は どうであったかを,愛知・佐賀 新潟 (蒲原 )で の

事例から検討 してみよう。

愛知の集団栽培は

'′

° 昭和 32年 か ら,稲作値別
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注.農 業生産組織調査報告書 ―昭和 47年 8月 調査―

・ 農林省農林経済局統計情報部  ・昭

“

_5に よる。

経営の存続 と水稲品種統一を不可欠の前提条件として,

稲作の基幹的技術 を計画的に統一 し,関連す る一部作

業を共同で行なうことからは じめられ,技術 と収量の

高位平準化をその目的 としていた。その経過は,協定

による集団栽培 (昭 32～ 54)→共同作業 をお り込ん

だ集団栽培 (昭 35～ 39)→ 技術信託による集団栽培

(昭 40～ 42)→ 技術信託 と全面信託 をあわせた集団

栽培 (昭 45以降)へ とすすみ,兼業化の進展 とともに,

組織内部に農業か ら離脱する兼業農家 と作業 経営を

受託す るォペレーター層に分化 した。そして,兼業農
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窓は農外所得による生活安定 とともに実質的離農の方

向へ, またォペ レーター層は,技 術信託か ら全面信託

を増大 しつつ,零細所有 大規模経営形成へ と進んで

,ヽ る。

佐賀の集団栽培はP昭和 59年からの「新佐賀段階

米作 り運動」にはじまり, 42年 には全部落の 77,,
1,917組織に増加 した。 その内容は,共 同作業を基調

とする集団的稲作組織で,収量の高位平準化 と大規模

営農方式による農業近代化に日標があった。そして
,

新品種の導入 とタリークかんがいの適切な水利調整に

より,著 しい収量増加 をみたのである。 しか し,専業

農家 と兼業農家 との間に,出 役労賃(外部労賃との差),

日植の共同化 (能率があがらない ),高 位生産農家の

収量水準に対する不満 (反収頭打 ち・上層の足が引か

れる)な ど,相互に利害関係が発生 し,生産調整 と一

日の兼業深化 を契機に,組織の中核 をな した中層農の

離脱により,急 速に崩壊 した。そして,専業 と兼業の

農家間に相対請負を発生 させ,新 しい生産者組織 を形

成 しつつ上層専業農家 での請負耕作が一層拡大 される

であろうといわれるP)

新潟の蒲原では,愛知・佐賀 とは異な り,自 己完結

型の上層の個別規模拡大が相対請負の形で展開 した。

これは,戦前・戦後の水利用 を含む土地基盤整備 と,

30年代後半から急速に進む稿作中型技術の形 成 を基

盤 としている。これを押 し進めた背景には,新潟市 と

周辺都市での安定兼業機会の増大 と,上層の著 しい生

産力の優位性すなわち下層 と上層の生産力格差の存在

があったのである。

そのころ当地域でも,山形
:1)で

55年 か らは じまる

多収穫共励運動,そ して,技 術協定・作業の共同化 を

中心 とした集団栽培のテス トケースとしての経営改善

運動 (58年 )を経て 41年 から集 団栽培運動の展開 を

みた。 また,秋田
12)で

は 58年 のいもち凶作 を契機に

59～ 45年 に「健康な稲作 り運動」が展開 し, 47年
から「 集落農場化」力:推 進 されている。特徴の一つは,

小水系または集落 を単位 とする組織化で,そ の根底に

人間関係重視があった ことである。そして今,そ れが

経済性 を重視 した行動 として新 しい胎動 をは じめてい

るといえよう。

ともあれ,前述 した 3地域の稲作農業は,兼業の進

展 と深化による中下層兼業農家の農業離脱 と上層専業

農家の機械化稲作技術体系の確立 を契機に,農民層の

分化分解 をともないなが ら,下層兼業農ま と上層専業

農家 との間に,作業あるいは経営の請負関係を出現 さ

せているとみることができよう。ここで注 目しておか

ねばならないのは,形態こそ異なるが,い ずれの地域

も,基本的には個別経営の規模拡大 と個別化方向をた

とっていることである。 しかしまだ, かなりの中 層

(府県 24%o東北 33カ )が存在する。高度経済成長

がゼロ成長に転換 した今 日, この中層がどのように変

化するか,す なわち中農 として定着するかあるいは分

化消滅す るかによって, これからの稲作農業の展開方

向と生産組織のあり方が大きく支配されるであろう。

5 稲作生産組織の展開方向と問題点

稲作生産組織の展開方向と問題点は,農業集落運営

すなわち部落 ぐるみの集団栽培において十分検討 され

る必要がある。その場合,稲作農業の展開方向がます

間われよう。それに関 しては,二つの論が対置される。

一つは地域農業の総体的・組織的発展方向
13)で

ぁり
,

他は経営の個別的発展の方向=4、 ぁる。前者は,個 別

経営 をはなれた「 中間組織体」によって企業化 組織

化 され,そ こでのマネジキーの機能の仕方によって,

組織の存続・発展が支配 される。後者は,生産組織は

個別的経営拡大の迂回的方法であり,初発形態 として

オペ レーターグループの作業請負規模が拡大するが,

第 2の形態 として請負耕作に発展 し,請負耕作者連合

体 と小土地所有者連合体 とが農協 を仲介または保証人

として向かい合い,地代取引を行なう, と考 える。す

なわち借地農の出現である。

当地域, とくに山形・秋田における集団栽培組織の

動きをみると,両県とも兼業化の深化 とともに,中 下層

の労働力流出を激 しくし,組織内に兼業を主 としよう

とする農家 と,農業 を主 とする農家 を明確にしてきた。

そして両者間の部分作業の受委託 を増 しつつある。ま

た田植機の普及は,田植の共同作業を解消 し,下層兼

業農家の労働力を田植から解放 した。 さらに, トラク

′―・田植機・収穫機 とい う一連の機械化の完成は,

■層事業農まの個別あるいは上層オペ レーター群に,

稲作規模拡大の可能性 (中型体系でア～ 8ha可 能 )

を与 えた。 こうした,組織構成長の分化 と機械化一貫

体系の確立が組織転換 を勝発 している。

山形
:aで

は,作業の受委託が急速に進み,従来の集

団栽培組織は作業受託組織の性格 をつよめ,そ の形態

も多様で,集落完結的・同志的・連鎖的 (農家 と農協

または農機具商 )・ 農協主導・企業主導な どがあげら

れている。置賜地域の一事例から山形農試で算出した

受委託農家の収益性は,「 作業委託 をしながら自作 し
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た場合」,反収 600切 として委託者取得分が約 63万
円,受託者の作業料金が約 24万円, 1日 当 り労賃が

4,700円 (反当 40時 間で 5人役 )で あるとい う。「 経

営委託 させた場合」は,委託者 ζ8万 円 (小作料 4俵

・標準小作料 22万 円 ),受 託者 57万円となる。 し

たがって,現状は作業委託の方が委託者に25万円有

利 となっている。また,ブ ドゥ作複合経営が水口 110

aを全部作業委託 し,省力化 された 151時 間をブ ドウ

作 124aに 投入集約化 した方が 21万 円利益 となると

いう。受託者の多 くは経営受託 を希望 しているが,こ
うしたことから作業受委託が支配的 となっている。

秋田では,組織内で上層オペ レーター群が中下層兼

業農蒙の作業・経営 を受託する組織や集団栽培で稲作

を省力化 し,個 ,1複合部門の安定拡大 を図ろうとする

上層集団が出現 しつつあるf)一般には稲作 を基盤に

経営複合化が進められ,稲作の経営委託は多 くみられ

ないが,仙北平野の稲作 と養豚の複合経営の中には,

養豚部門の拡大 とともに稲作の一部 を経営委託する事

例もある。山形の置賜地区のブ ドウ作経営,秋田の仙

北平野の養豚農家の動きは,経営の分化・専門化に通

するか どうかが問題 とされる。

いずれに しても,従来の部落 ぐるみの集団栽培組織

は,兼業農家の労働力の農外流出とともに,全農家・

共同・平等の原則による組織運営から,委託者 と受託

者に分化 し,両 者の契約による組織運営へ と変質転換

し,委 託者 と受託者が適正な労賃契約 を行ない,相互

にメリットを保 ちつつ稲作 を保持 しようとしている。

現状は作業受委託段階にあるが,零細兼業農家の農外

所得による家計費充足率が第 4表のように, 48年 で,

05ha以 下では,山形 153¢ ,秋 田 12,“ と高 く,α 5

～ 10ha層 でもそれぞれ 80¢・ 83¢ である。また
,

稲作生産の階層間格差 も第 5表のように,05ha以 下

層と5ha以上層では拡大 し,両者の格差が, 48年 度

で 10a当 り収量山形 24″ ,秋田 51的 ,労働時間で
,

山形 32時 間,秋 田 44時間,所得で山形 14万円,秋
田7千 円, 10時間当 り生産量で山形 25″ ,秋 田52り ,

150協 当り生産費で山形 4千 円,秋 田 3千円とな り
,

3 ha以 上層の稲 作規模拡大の条件が整いつつある。

これが上層の意欲的な上向発展につながらないか。

まだ十分な傾向 としてとらえがたいが,集 団栽培組

織再編の基本的方向は,稲作 をF層 が上層に委託 し,

上層の個別あるいはグループが稲作農業の担い手 とし

て発展するとみてよいのではないか。そしてこれは,

農民層の分化分解のはげ しい都市近郊兼業地帯におい

てつよくいえる。他面,兼業が劣悪不安定な純農村地

帯では,か な り長期的 と思われるが,複合化の過程 を

経ながら経営の分化・専「 ]化 をつよめつつ,一方にお

いて稲作規模拡大農家の出現が期待 される。

第 4表  農 家,農 業 ,農 外 所 得 に よ る家 計 費 充 足 率

財 (目
昭 . 48 昭 . 40

家 計 費 農家所得 農業所得 農外所得 家 計 費 農家所得 農業所得 農外所得

山
　
　
形
　
　
県

a5ha未 満

l15～ 10

10～ 15

15～ 20

20～

"1703

1,727

1,528

1,712

1,945

¢
145

113

120

114

128

,
12

53

7,

76

95

チ
“

８０

４６

３８

“

千円

582

606

652

754

860

¢
102

,22

112

121

155

¢

２０

４８

８０

９５

２０

％
８２

な

３２

２６

“
県 平 均 1,742 682

秋
　
　

田
　
　
県

05ha未 満

05～ 10

10～ 15

15～ 20

2 0-2 5

25～ 50

30～

1.39`

1,619

1626

1,772

1.532

2.134

2,080

138

113

,24

124

13′

128

139

17

30

55

72

96

8,

120

121

85

71

52

40

40

19

684

594

646

755

805

,81

1,067

10`

115

132

113

128

120

145

16

50

83

85

98

105

150

,0

65

48

29

30

15

14

県 平 均 1,`38 724

注 . 山形・秋田各県農林水産続計年報による。
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第 5表  稲 作 生 産 の 階 層 間 格 差

鰈
口, 形

10a当 り
10時 間当

り生産量

当
次
費嚇̈壁

10a当 り
10時 間当

り生産量

当
次
費

呻嘲壁
収  量

働
間

労
時

所  得 収  量
労 働
時 間

所  得

586

582

512

5ア8

切

557

時

1085

113o

l183

955

848

1011

766

9え 4

円

58,791

65,901

65,996

68.197

81927

5,685

75,17,

68.808

円

15,051

14,188

14,5'5

,● 214

lo.558

14.2,1

11,0,7

12.0'7

″

581

時

11,0

1,こ

`
1088

,90

7'0

630

752

94`

円

66050

"49064282

62187

68,864

アζ225

75,4,3

6Z388

″

"

円

15,881

14,45,

13.454

12,556

11472

lQ984

lQ57'

12,417

年

527

521

555

522

503

536

524

1520

1648

1632

154o

15,6

1350

1544

5,449

41401

44,23,

41,7フ 0

38,447

40,882

41,383

４０
　

“

8,255

8.24,

75,4

Z893

a124

ァ471

7895

4,7

476

478

4,3

498

488 1541

3ア 227

35,325

35,39,

3Z320

3ス ,27

3`755

8.450

8,660

8,881

8,052

ス560

8,165

注.山形・秋田各県農林水産統計年報による。

そうした場合,問題 とされるのが,作業受委託料金    の展開 .

と小作料の水準である。作業受託者が上層である今日,   4 梶井 功.小企業農の存立条件。東大出版会 ,

委託料金はかな り高い水準 とならざるをえないであろ    昭 489

う。また小作料 も委託者が lha層 まで及 ぶ とするな   5 農業生産組織調査報告書―昭和47年 8月 調夢 .

らば,劣悪な兼業化のもとでは,家計費充足 との見合    農林省農林窪済局統計情報部,昭 483.

いから,かなり高い水準のものとなろう。        ` 三好四郎.水稲の集団栽培・ 日本の農業 1 農

これらを満た しうるか どうかは,今後の生産力水準    政調査委員会, 1961.

の上昇如何にある。それは,習熟 した高度な稲作技術   ス 西尾敏男・ 稲作集団栽培のこの変 り方.技術 と

をもち,労働手段 を体系的に所有,利用す る上層が今    普及  4月 号, 1969.

後 どう動 くかにかかっている。さらに, こうした動き   8 西尾敏男・ 減反シヨックと生産組織の再編成 .

に注 目してい く必要があろう。               農林統計調査 9月 号, 1971.

2 原田角郎他.稲作生産の集団的統一的組織化・
引  用  参  考  文  献

農業および園芸 第 42巻 10号 , 196フ・

1 昭和 49年 度 農業の動向に関す る年次報告.    10 伊東勇夫・ 農民層の分解 と生産者組織の形成・

2 鞍田 純・農案近代化の理念 と農民,農文協,     岩片磯離教授退官記念出版編集委員会編・晨葉経

昭 46.3                      営発展の理論I.農業経営の再編成 る_養賢堂 ,

3 伊東勇夫・古島敏雄編,産業構造変革下におけ    `,73.
る稲作の構造・ 1理論編 第 17章稲作生産者組織   11 新 しい生産者組織・ 山形県農協中央会営農課・
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農業協同組合,昭 4ア 2.

12 蜂谷 清 。「 集落農場化」構想 と農業改革,農

桑協同組合,昭 4,9.

13 高精正郎.日 本農業の組織論的研究・ 東大出版

会, 1,75.

14伊藤喜雄.現代 日本農民分解の研究・ 御茶 の水

書房,  1,73.

15 集団的生産組織の再編 と営農団地の確立に関す

る調査研究(中 間検討資料)・ 山形県農試・昭 503

1` 阿部健一郎・柴田昭治郎.稲作機械化集団にお

ける担い手農家の役割。研究時報鳳 10,秋 田県農

"t,  1973・ `0.
1ス 関 正治.稲作生産担繊の展開。西垣一郎編著

農業種営 と規模拡大 第 3編第 6章第 3節 ,明文

堂,昭 48・ 11.


